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1998 年に特定非営利活動促進法 (NPO 法 ) が公布、施行されてから 20 年が経過し、現在
NPO 法人数は内閣府によると 2014 年以降 5 万を超え 1、わが国のソーシャルセクターとして

















実情は事業者任せになっていることは否めず、障害者総合支援法が平成 25 年に施行されて 5
年が経過するものの、制度内のニーズへの対応を超え、事業体が新たな社会の価値創造を指向
するソーシャルワークのアクターになり得ているのかという点においては、課題を残している。
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公益認定基準のガイドラインや申請手続きについても整備されることとなった（2006 年 5 月
成立、2008 年 12 月施行）。
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や内閣府設置法の成立、また、1999 年行政の効率化と公務員総数の削減をねらいとする独立行
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まず社会福祉サービスを提供している事業体の概観を示す数値として、平成 29 年 10 月 1 日
現在、社会福祉施設数が 72,887、定員は 3,875,461 名である（図表 2）。同日調査の障害福祉サー
ビス事業所数は 67,741 である。障害者総合支援法による障害福祉サービス事業所 (15 種類 ) 及
び相談支援事業所 (3 種類 )、児童福祉法による障害児通所支援事業所 (3 種類 ) 及び障害児相談
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                    （国税庁法人番号公表サイトより入手） 
左：調査年月、右：法律施行日 
一般・公益法人 2017 年 1 月／1896 年 4 月(2008 年 12 月改革)   特定非営利活動法人 2017 年 1 月／1998 年 12 月 
社会福祉法人 2017 年 1 月／1951 年 3 月             学校法人 2017 年 1 月／1949 年 4 月  
医療法人 2017 年 1 月／1950 年 8 月               更生保護法人 2017 年 1 月／1995 年 5 月 
宗教法人 2014 年 12 月／1951 年 4 月 













72 887    81         227      16 062    139      27 801   2 213      747      18 635   5 973     1 009     
100.0     0.1         0.3         22.0       0.2         38.1       3.0         1.0         25.6       8.2         1.4         
100.0     - 0.3         5.2         2.1         92.4       - - - - -
100.0     - - 14.8       1.4         76.6       1.0 1.2         2.3         1.4         1.3         
100.0     0.2         0.4         1.9         0.3         65.1       3.5         0.8         1.0         26.3       0.6         
100.0     - 2.5         9.6         - 65.6       - 11.8       0.6         8.3         1.6         
100.0     - 47.8       - - 52.2       - - - - -
100.0     0.2         0.4         34.9       0.1         44.9       0.2         1.1         8.4         7.7         2.0         
100.0     0.0 - 32.1       0.0 53.4       0.1         0.2         6.2         7.6         0.4         
100.0     - 7.1         7.1         - 50.0       - 10.7       - 25.0       -
100.0     - - 5.2         0.0 7.0 8.9         0.7         71.7       6.0         0.5         
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〔註〕




　　（2018 年 10 月 28 日閲覧）













　　（2018 年 10 月 28 日閲覧）


























居宅介護事業 100.0      - 0.2          6.5          10.3        2.7          0.3          1.5          68.1        8.5          1.9          
重度訪問介護事業 100.0      - 0.1          6.2          9.8          2.6          0.3          1.6          69.2        8.2          1.9          
同行援護事業 100.0      - 0.1          7.1          8.5          1.4          0.3          1.5          70.4        8.9          1.8          
行動援護事業 100.0      - 0.3          8.7          23.4        1.2          0.4          0.8          43.6        19.4        2.1          
療養介護事業 100.0      44.6        5.0          - 44.6        1.4          - 0.5          - - 4.1          
生活介護事業 100.0      0.4          2.8          4.8          57.1        1.1          0.2          0.2          13.3        18.2        1.9          
重度障害者等包括支援事業 100.0      - 3.4          3.4          31.0        - - - 44.8        17.2        -
計画相談支援事業 100.0      0.2          3.3          6.0          42.9        4.3          0.6          0.2          21.2        17.8        3.5          
地域相談支援（地域移行支援）事 100.0      0.1          1.2          5.8          53.4        7.7          0.9          0.2          12.1        15.8        2.9          
地域相談支援（地域定着支援）事 100.0      0.1          1.1          5.7          53.3        7.6          0.8          0.2          12.6        15.8        2.8          
短期入所事業 100.0      1.4          3.4          0.7          74.8        4.1          0.3          0.3          6.7          6.8          1.5          
共同生活援助事業 100.0      0.0 0.4          0.5          54.3        7.9          0.8          0.0 10.0        23.0        3.1          
自立訓練（機能訓練）事業 100.0      - 5.1          11.7        28.5        3.5          - 1.2          38.6        9.8          1.6          
自立訓練（生活訓練）事業 100.0      - 2.0          4.1          35.8        9.8          0.5          0.2          19.6        21.7        6.3          
宿泊型自立訓練事業 100.0      - 1.8          0.4          40.0        45.3        3.1          0.4          1.8          2.2          4.9          
就労移行支援事業 100.0      0.0 1.1          0.9          39.0        2.7          0.5          0.0 30.5        18.8        6.4          
就労継続支援（Ａ型）事業 100.0      - 0.0 0.2          15.1        0.4          0.1          - 58.9        15.7        9.6          
就労継続支援（Ｂ型）事業 100.0      0.0 1.1          2.7          42.2        1.9          0.4          0.0 15.6        31.1        5.0          
児童発達支援事業 100.0      0.5          7.3          1.3          17.6        1.3          0.3          0.1          48.7        16.3        6.6          
放課後等デイサービス事業 100.0      0.2          1.3          0.7          14.7        0.9          0.2          0.1          55.6        18.9        7.2          
保育所等訪問支援事業 100.0      - 19.9        1.7          40.7        1.5          0.2          0.2          14.8        16.1        5.0          







































　　2017 年 3 月末時点で、主務官庁制のもとにある非営利法人 83,040、主務官庁制から脱却した非営利法
人 116,142 である。さらに、後者の増加のペースは、一般社団法人を中心に月平均 500 団体以上上回っ
ているので、その差は着実に拡大していくと予想される。
　　最近の増加傾向をみると特定非営利活動法人の認証数（解散数を参入）は、2016 年 7 月末の 51,107 
から 2017 年 7 月末の 51,704 に増加しており、月平均約 50 の増加にとどまっている。この期間には、
月平均約 137 団体が解散しており、これが増加数を抑える結果となっている。法律施行から 10 年で 3 
万 6000 にまで急増した（月平均約 300）のと比較すると、増加傾向自体がほぼ終息しつつある。一般
社団法人数は 2016 年 10 月 26 日の 39,582 から 2017 年 8 月 30 日の 45,727 に増加しており、月平均
約 615 団体の増加となっている。また、一般財団法人は 2016 年 10 月 26 日の 6,630 から 2017 年 8 月






　　加藤榮一「福祉国家システムの再編　プライヴァタイゼーションの歴史的意味 -」『現代日本社会 1 課
題と視角』東京大学出版会（1991）117
⑻　臨時行政調査会『行政改革に関する第五次答申（最終答申）』昭和 58 年 3 月 14 日
⑼　1973 年に福祉元年として日本が福祉国家へと先進諸国より遅れて舵をきったのは、ゲマインシャフト
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⒀　社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の推進について（社援基発 0 1 2 3 第 1 号平成 30 























⒂　コ・プロダクション (Co-production) の概念が参考になる。コ・プロダクションは 1970 年代にアメリ
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